
第
三
条

平
成
三
十
八
年
三
月
三
十
一
日
ま
で
の
間
は
、
第
二
条
の
規
定
に
よ
る
改
正
後
の
義
務
教
育
費
国
庫
負
担
法

第
二
条
た
だ
し
書
及
び
第
三
条
た
だ
し
書
の
規
定
に
基
づ
き
教
職
員
の
給
与
及
び
報
酬
等
に
要
す
る
経
費
の
国
庫
負

担
額
の
最
高
限
度
を
定
め
る
政
令
の
規
定
の
う
ち
次
の
表
の
上
欄
に
掲
げ
る
規
定
中
同
表
の
中
欄
に
掲
げ
る
字
句

は
、
そ
れ
ぞ
れ
同
表
の
下
欄
に
掲
げ
る
字
句
に
読
み
替
え
る
も
の
と
す
る
。

規

定

読
み
替
え
ら
れ
る
字
句

読
み
替
え
る
字
句

第
一
条
第
五
号

標
準
法
第
六
条
の
二

公
立
義
務
教
育
諸
学
校
の
学
級
編
制
及
び

教
職
員
定
数
の
標
準
に
関
す
る
法
律
施
行

令
等
の
一
部
を
改
正
す
る
政
令
（
平
成
二

十
九
年
政
令
第
百
二
十
八
号
。
以
下
「
改

正
令
」
と
い
う
。）附
則
第
二
条
第
二
項

標
準
法
第
七
条
及
び
第
八
条

改
正
令
附
則
第
二
条
第
三
項
及
び
第
四
項

第
一
条
第
七
号
及
び
第
十
五
号

標
準
法
第
八
条
の
二

改
正
令
附
則
第
二
条
第
五
項

第
一
条
第
九
号
及
び
第
十
七
号

標
準
法
第
九
条

改
正
令
附
則
第
二
条
第
六
項

第
一
条
第
十
一
号
及
び
第
十
九
号

標
準
法
第
十
条
第
一
項

改
正
令
附
則
第
二
条
第
七
項

第
一
条
第
十
三
号

標
準
法
第
六
条
の
二

改
正
令
附
則
第
二
条
第
二
項

標
準
法
第
七
条
及
び
第
八
条

改
正
令
附
則
第
二
条
第
三
項
及
び
第
四
項

（
国
家
戦
略
特
別
区
域
法
施
行
令
の
一
部
改
正
）

第
四
条

国
家
戦
略
特
別
区
域
法
施
行
令
（
平
成
二
十
六
年
政
令
第
九
十
九
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

第
四
条
の
表
公
立
義
務
教
育
諸
学
校
の
学
級
編
制
及
び
教
職
員
定
数
の
標
準
に
関
す
る
法
律
施
行
令
（
昭
和
三
十

三
年
政
令
第
二
百
二
号
）
の
項
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。

公
立
義
務
教
育
諸

学
校
の
学
級
編
制

及
び
教
職
員
定
数

の
標
準
に
関
す
る

法
律
施
行
令
（
昭

和
三
十
三
年
政
令

第
二
百
二
号
）

第
二
条
第
一
項

中
学
校
（
義
務
教
育

学
校
の
後
期
課
程
及

び
中
等
教
育
学
校

中
学
校
（
国
家
戦
略
特
別
区
域
法
（
平
成
二

十
五
年
法
律
第
百
七
号
）
第
十
二
条
の
三
第

三
項
第
三
号
に
規
定
す
る
特
定
公
立
国
際
教

育
学
校
等
（
以
下
単
に
「
特
定
公
立
国
際
教

育
学
校
等
」
と
い
う
。）に
該
当
す
る
も
の
を

除
く
。
以
下
同
じ
。）（
義
務
教
育
学
校
の
後

期
課
程
及
び
中
等
教
育
学
校
（
特
定
公
立
国

際
教
育
学
校
等
に
該
当
す
る
も
の
を
除
く
。

以
下
同
じ
。）

第
三
条

認
め
る
学
校

認
め
る
学
校
（
特
定
公
立
国
際
教
育
学
校
等

に
該
当
す
る
も
の
を
除
く
。）

第
七
条
第
五
項

義
務
教
育
諸
学
校

義
務
教
育
諸
学
校
（
特
定
公
立
国
際
教
育
学

校
等
に
該
当
す
る
も
の
を
除
く
。）

び

づ

第
四
条
の
表
義
務
教
育
費
国
庫
負
担
法
第
二
条
た
だ
し
書
及
び
第
三
条
た
だ
し
書
の
規
定
に
基
づ
き
教
職
員
の
給

与
及
び
報
酬
等
に
要
す
る
経
費
の
国
庫
負
担
額
の
最
高
限
度
を
定
め
る
政
令
（
平
成
十
六
年
政
令
第
百
五
十
七
号
）

の
項
中
「
義
務
教
育
学
校
を
」
及
び
「
義
務
教
育
学
校
並
び
に
」
を
「
前
期
課
程
（
」
に
改
め
、「
）
に
該
当
す
る
も

の
を
」
の
下
に
「
除
く
。」を
加
え
る
。

文
部
科
学
大
臣

松
野

博
一

内
閣
総
理
大
臣

安
倍

晋
三

平成年月日 金曜日 (号外特第号)官 報

三

標
準
法
第
十
一
条
第
一
項
第
六
号
に
規
定
す
る
初
任
者
研
修
を
受
け
る
者
の
数
に
六
十
分
の
一
を
乗
じ
て
得
た

数
四

新
標
準
法
施
行
令
第
七
条
第
三
項
第
二
号
に
規
定
す
る
と
こ
ろ
に
よ
り
文
部
科
学
大
臣
が
定
め
る
数

五

公
立
の
特
別
支
援
学
校
の
小
学
部
及
び
中
学
部
に
つ
い
て
、
当
該
学
校
の
教
職
員
が
標
準
法
第
十
五
条
第
六
号

に
規
定
す
る
研
修
を
受
け
て
い
る
場
合
、
当
該
学
校
に
お
い
て
文
部
科
学
大
臣
が
定
め
る
教
育
指
導
の
改
善
に
関

す
る
特
別
な
研
究
が
行
わ
れ
て
い
る
場
合
又
は
当
該
学
校
の
教
職
員
が
教
育
公
務
員
特
例
法
第
二
十
三
条
第
一
項

の
初
任
者
研
修
若
し
く
は
同
法
第
二
十
五
条
第
一
項
の
指
導
改
善
研
修
を
受
け
て
い
る
場
合
に
あ
っ
て
は
、
当
該

学
校
の
数
等
を
考
慮
し
て
文
部
科
学
大
臣
が
定
め
る
数

８

第
三
項
第
二
号
か
ら
第
四
号
ま
で
並
び
に
前
項
第
二
号
及
び
第
三
号
の
規
定
に
よ
り
教
職
員
の
数
を
算
定
す
る
場

合
に
お
い
て
、
一
未
満
の
端
数
を
生
じ
た
と
き
は
、
一
に
切
り
上
げ
る
。

雇
用
保
険
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
の
施
行
に
伴
う
関
係
政
令
の
整
備
及
び
経
過
措
置
に
関
す
る
政
令
を
こ
こ

に
公
布
す
る
。

御

名

御

璽

平
成
二
十
九
年
三
月
三
十
一
日

内
閣
総
理
大
臣

安
倍

晋
三

政
令
第
百
二
十
九
号

雇
用
保
険
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
の
施
行
に
伴
う
関
係
政
令
の
整
備
及
び
経
過
措
置
に
関
す
る
政
令

内
閣
は
、
雇
用
保
険
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
（
平
成
二
十
九
年
法
律
第
十
四
号
）
附
則
第
三
十
五
条
、
雇
用

保
険
法
（
昭
和
四
十
九
年
法
律
第
百
十
六
号
）
第
二
十
四
条
の
二
第
一
項
第
二
号
、
第
二
十
五
条
第
一
項
及
び
第
二
十

八
条
第
三
項
、
国
家
公
務
員
共
済
組
合
法
（
昭
和
三
十
三
年
法
律
第
百
二
十
八
号
）
第
九
十
九
条
第
四
項
第
一
号
、
地

方
公
務
員
等
共
済
組
合
法
（
昭
和
三
十
七
年
法
律
第
百
五
十
二
号
）
第
百
十
三
条
第
四
項
第
一
号
並
び
に
行
政
手
続
法

（
平
成
五
年
法
律
第
八
十
八
号
）
第
三
十
九
条
第
四
項
第
四
号
の
規
定
に
基
づ
き
、
こ
の
政
令
を
制
定
す
る
。

目
次第

一
章

関
係
政
令
の
整
備
（
第
一
条

第
四
条
）

第
二
章

経
過
措
置
（
第
五
条
）

附
則

第
一
章

関
係
政
令
の
整
備

（
雇
用
保
険
法
施
行
令
の
一
部
改
正
）

第
一
条

雇
用
保
険
法
施
行
令
（
昭
和
五
十
年
政
令
第
二
十
五
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

第
五
条
の
次
に
次
の
一
条
を
加
え
る
。

（
法
第
二
十
四
条
の
二
第
一
項
第
二
号
の
政
令
で
定
め
る
基
準
）

第
五
条
の
二

法
第
二
十
四
条
の
二
第
一
項
第
二
号
の
政
令
で
定
め
る
基
準
は
、
次
の
各
号
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す

る
こ
と
と
す
る
。

一

法
第
二
十
四
条
の
二
第
一
項
第
二
号
に
規
定
す
る
災
害
に
よ
り
激
甚じ
ん

災
害
に
対
処
す
る
た
め
の
特
別
の
財
政

援
助
等
に
関
す
る
法
律
施
行
令
（
昭
和
三
十
七
年
政
令
第
四
百
三
号
）
第
四
十
八
条
に
お
い
て
準
用
す
る
同
令

第
二
十
五
条
の
地
域
に
該
当
す
る
こ
と
と
な
つ
た
地
域
（
次
号
に
お
い
て
「
災
害
地
域
」
と
い
う
。）の
う
ち
、

イ
に
掲
げ
る
率
が
ロ
に
掲
げ
る
率
の
百
分
の
二
百
以
上
と
な
る
に
至
り
、
か
つ
、
そ
の
状
態
が
継
続
す
る
と
認

め
ら
れ
る
地
域
で
あ
る
こ
と
。

イ

毎
月
、
そ
の
月
前
三
月
間
に
、
当
該
地
域
に
お
い
て
離
職
（
激
甚じ
ん

災
害
に
対
処
す
る
た
め
の
特
別
の
財
政

援
助
等
に
関
す
る
法
律
（
昭
和
三
十
七
年
法
律
第
百
五
十
号
）
第
二
十
五
条
第
三
項
の
規
定
に
よ
り
離
職
し

た
も
の
と
み
な
さ
れ
る
場
合
を
含
む
。
こ
の
イ
及
び
次
条
に
お
い
て
同
じ
。）を
し
、
当
該
地
域
を
管
轄
す
る

公
共
職
業
安
定
所
に
お
い
て
基
本
手
当
の
支
給
を
受
け
た
初
回
受
給
者
（
そ
の
受
給
資
格
に
係
る
離
職
後
最
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